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（提案理由）  

中野区立小学校及び中学校教育職員の給与に関する条例の施行に関

し、規則を定める必要がある。  

 



中野区立小学校及び中学校教育職員の給与に関する条例施行規

則  

 

 （趣旨）  

第１条  この規則は、中野区立小学校及び中学校教育職員の給与に関

す る 条 例 （ 平 成 ２ ９ 年 中 野 区 条 例 第 ３ ８ 号 。 以 下 「 条 例 」 と い

う。）第２６条の規定に基づき、条例の施行に関し必要な事項を定

めるものとする。  

 （給与の口座振替）  

第２条  中野区教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、職員

から条例第５条ただし書の規定に基づく申出があったときは、口座

振替の方法による給与の支払を行うものとする。  

２  前項の申出は、次の事項を記載した書面により、教育委員会に対

して行わなければならない。  

 ⑴  口座振替を希望する給与の種類及びその金額  

 ⑵  口座振替を受ける職員名義の預金又は貯金に係る振込先金融機

関等の名称、預金又は貯金の種類及び口座番号  

 ⑶  口座振替の開始時期  

３  前項の規定は、職員が同項各号の事項の全部又は一部を変更しよ

うとする場合について準用する。  

４  前３項に定めるもののほか、口座振替の方法による給与の支払の

実施に関し必要な事項は、中野区教育委員会教育長（以下「教育

長」という。）が定める。  

 （給料の支給方法等）  

第３条  条例第７条第２項に規定する給料の支給日は、１５日とす

る。ただし、その日が日曜日、土曜日又は休日（国民の祝日に関す

る法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日をいう。以下こ



の条において同じ。）であるときは、その日前のその日に最も近い

日曜日、土曜日又は休日でない日とする。  

２  前項の規定にかかわらず、教育委員会は、非常災害、給与事務の

ふくそうその他の理由により、前項の支給日に支給することができ

ないと認めた場合においては、別に支給日を定めることができる。  

３  前２項の支給日後に新たに職員となった場合若しくは職員が前２

項の支給日前に離職し、又は死亡した場合における給料は、前２項

の規定にかかわらず、新たに職員となり、若しくは離職し、又は死

亡した日以降速やかに支給する。  

第４条  職員が、職員又はその収入によって生計を維持する者の出

産、疾病、災害、婚礼、葬儀その他これらに準ずる非常の場合の費

用に充てるため、前条第１項及び第２項に規定する支給日前に給料

の非常時払を請求したときは、条例第８条第４項に規定する日割計

算の方法により、その請求の日までの給料を前条第１項及び第２項

の規定にかかわらず、請求のあった日以降速やかに支給する。  

 （給与簿）  

第５条  教育委員会は、職員に支給されたすべての給与を記録するた

め、職員別給与簿を作成し、管理しなければならない。  

２  前項の職員別給与簿は、職員ごとに毎年作成し、３年間保存する

ものとする。  

 （給与の減額免除）  

第６条  条例第１４条第１項の規定に基づく教育委員会の承認は、給

与減額免除申請書（中野区立学校職員の職務に専念する義務の免除

に関する事務取扱規程（平成１２年中野区教育委員会訓令第３号）

第４条に規定する別記様式第１号による。）に基づき行わなければ

ならない。  

２  教育委員会は、前項に規定する給与減額免除申請書を整理し、保



管しなければならない。  

３  職員が、次の各号に掲げる理由により勤務しないことにつき、当

該各号に掲げる法律、条例又は人事委員会規則の規定により承認権

者の承認を受けた場合においては、教育長が別に定める場合を除

き、第１項の規定による教育委員会の承認を得たものとみなす。  

 ⑴  中野区立小学校及び中学校教育職員の給与の減額を免除するこ

とのできる場合の基準に関する規則（平成２９年中野区教育委員

会規則第   号。以下「基準」という。）別表第５号、第６号及

び第１３号に規定する理由  教育公務員特例法（昭和２４年法律

第１号）又は中野区職員の職務に専念する義務の特例に関する条

例（昭和２６年中野区条例第２０号）  

 ⑵  基準別表第８号から第１２号まで及び第１４号に規定する理由   

  職員の職務に専念する義務の免除に関する規則（昭和５３年特別

区人事委員会規則第１４号）  

 （給与の減額）  

第７条  条例第１４条に規定する給与の減額は、減額すべき事実のあ

った日の属する給与期間（月の１日から末日までの期間をいう。以

下同じ。）のものを、その給与期間又は次の給与期間の給料支給の

際、行うものとする。  

２  やむを得ない理由により、前項に規定する時期において給与の減

額をすることができない場合には、その後の給与期間における給料

支給の際、行うことができるものとする。  

３  前２項の場合において、一の給与期間における減額の基礎となる

時間の合計に１時間未満の端数があるときは、その端数が３０分以

上のときは１時間とし、３０分未満のときは切り捨てる。  

４  給与期間において勤務すべき全期間が欠勤であったとき又は減額

すべき給与の額が減額すべき事実のあった日の属する給与期間にお



いて支給されるべき給料及びこれに対する地域手当の額の合計額よ

り大であるか若しくはこれに等しいときにおける減額すべき給与の

額は、当該給与期間において支給されるべき給料及びこれに対する

地域手当の額の合計額とする。  

第８条  条例第１４条第１項の教育委員会規則で定める日数は、次の

各号に掲げる休暇について、当該各号に定める日数とする。  

 ⑴  病気休暇  １回について、引き続く９０日  

 ⑵  生理休暇  １回について、引き続く２日  

２  前項の規定にかかわらず、臨時的に任用された職員が病気休暇を

承認され勤務しないときは、条例第１４条に規定する給与の減額を

行う。  

第９条  教育委員会は、条例第１４条に規定する事実を記録するた

め、給与減額整理簿を作成し、必要事項を記入し、保管しなければ

ならない。  

 （超過勤務手当）  

第１０条  条例第１５条第１項に規定する勤務の区分及び割合は、次

のとおりとする。  

 ⑴  正規の勤務時間（中野区立小学校及び中学校教育職員の勤務時

間、休日、 休暇等 に関する条 例（平 成２９年中 野区条 例第３ ９

号。以下「勤務時間条例」という。）第３条、第４条及び第６条

に規定する正規の勤務時間をいう。以下同じ。）が割り振られた

日（条例第１６条の規定により休日給が支給されることとなる日

を除く。）における勤務にあっては、１００分の１２５  

 ⑵  前号に掲げる勤務以外の勤務にあっては、１００分の１３５  

２  条例第１５条第３項の教育委員会規則で定める時間は、次に掲げ

る時間を合計して得た時間とし、当該合計して得た時間が同項のあ

らかじめ定められた１週間の正規の勤務時間（以下「あらかじめ定



められた正規の勤務時間」という。）を超えて勤務した時間を超え

る場合にあっては、当該時間とする。  

 ⑴  あらかじめ定められた正規の勤務時間が３８時間４５分に満た

ない場合における３８時間４５分から当該あらかじめ定められた

正規の勤務時間を減じて得た時間  

 ⑵  あらかじめ定められた正規の勤務時間又は勤務時間条例第６条

の規定によりあらかじめ定められた正規の勤務時間を超えて勤務

した時間に、条例第１６条の規定により休日給が支給されること

となる時間が含まれている場合における当該休日給が支給される

こととなる時間  

３  条例第１５条第３項の教育委員会規則で定める割合は、１００分

の２５とする。  

 （休日給の割合）  

第１１条  条例第１６条の教育委員会規則で定める割合は、１００分

の１３５とする。  

 （休日給）  

第１２条  条例第１６条に規定する休日給は、休憩時間を除く実働時

間に対して支給する。  

 （超過勤務等の勤務時間の集計）  

第 １ ３ 条  超 過 勤 務 等 の 勤 務 時 間 数 は 、 一 の 給 与 期 間 に 係 る も の

を、手当の種類及び支給割合の区分ごとに集計するものとし、その

集計時間数に１時間未満の端数があるときはその端数が３０分以上

のときは１時間とし、３０分未満のときは切り捨てる。  

 （勤務１時間当たりの給与額の算出等）  

第１４条  条例第１７条の教育委員会規則で定める手当の月額は、次

のとおりとする。  

 ⑴  給料の月額に対する地域手当の月額（その額に１円未満の端数



があるときは、その端数を切り捨てた額）  

 ⑵  義務教育等教員特別手当の月額  

２  条例第１７条の教育委員会規則で定める日の数は、次に掲げる日

の数を合算した数とする。  

 ⑴  勤務時間条例第１２条第１号に規定する日（土曜日に当たる日

を除く。）  

 ⑵  勤務時間条例第１２条第２号に規定する日（日曜日に当たる日

及び土曜日に当たる日を除く。）  

３  前項の日の数は、会計年度ごとに算出する。  

４  条例第１７条に規定する勤務１時間当たりの給与額並びに条例第

１５条第１項、第３項及び第４項並びに第１６条の規定により勤務

１時間につき支給する超過勤務手当及び休日給の額を算定する場合

において、１円未満の端数を生ずるときは、その端数が５０銭以上

のときは１円とし、５０銭未満のときは切り捨てる。  

 （超過勤務手当等の支給）  

第 １ ５ 条  超 過 勤 務 手 当 及 び 休 日 給 は 、 一 の 給 与 期 間 に 係 る も の

を、次の給与期間の給料の支給日に支給する。  

２  前項の規定にかかわらず、教育委員会は、やむを得ない理由によ

り、前項の支給日に支給することができないと認めた場合において

は、別に支給日を定めることができる。  

３  職員が前２項の支給日前に離職し、又は死亡した場合において

は、前２項の規定にかかわらず、職員が離職し、又は死亡した日以

降速やかに支給する。  

４  第１項に規定する手当の支給は、中野区立小学校及び中学校教育

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則（平成２９年

中野区教育委員会規則第   号）第６条第１項に規定する別記様式

第３号を用いて行わなければならない。  



第 １ ６ 条  職 員 が 第 ４ 条 に 規 定 す る 非 常 の 場 合 の 費 用 に 充 て る た

め、超過勤務手当及び休日給の非常時払を請求したときは、前条第

１項及び第２項の規定にかかわらず、その請求の日までのものを請

求のあった日以降速やかに支給する。  

   附  則  

 この規則は、平成３０年４月１日から施行する。  

 


